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第１ 総 則

１ 目的

本計画は新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号。以下「法」

という。）第９条第１項の規定に基づき、一般社団法人山口県ＬＰガス協会（以下「県

協会」という。）における新型インフルエンザ等対策の適切な実施に資することを目的

とする。

２ 基本方針

県協会は新型インフルエンザ等対策の遂行にあたって、国、地方公共団体及び関係事

業者等と相互に連携を図りながら、県民生活及び県民経済に及ぼす影響が最小となるよ

うに、ＬＰガスの安定的な供給と安全の確保を図るものとする。

３ 業務計画の運用

(1) 業務計画の対象となる感染症（新型インフルエンザ等）

① 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律

第１１４号。以下「感染症法」という。）第６条第７項に規定する新型インフルエ

ンザ等感染症（新型インフルエンザ及び再興型インフルエンザ）

② 感染症法第６条第９項に規定する新感染症で、その感染力の強さから新型イン

フルエンザと同様に社会的影響が大きいもの

(2) 被害想定

県行動計画の被害想定に基づき、次の被害を想定する。

・罹患率：全人口の２５％
り かん

・流行期間：約８週間

・罹患期間：１週間から１０日

・欠勤率：従業員の最大４０％程度

第２ 新型インフルエンザ等対策の実施体制

１ 平時における連絡体制及び関係機関との連携体制
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県協会は新型インフルエンザ等の発生に備え、地方公共団体、関係事業者等と連携し、

平時から情報交換、連携体制等の確認に努める。

また、会員事業者は社会機能維持に関わる事業者として、事業継続に向けた準備を行

う。

２ 情報の収集・伝達体制の整備

① 県協会は、国、地方公共団体及び関係事業者等から収集した情報を会員事業者に

周知徹底し、注意喚起に努めること。

② 会員事業者は、会員又はその家族が新型インフルエンザ等に感染した場合、速や

かに県協会へ報告できる体制整備に努めること。

３ 新型インフルエンザ等対策本部（県協会対策本部）の設置等

(1) 県協会対策本部の設置

法第１５条第１項に基づく国の新型インフルエンザ等対策本部（以下「政府対策

本部」という。）により緊急事態宣言がなされた場合は、県協会に新型インフルエン

ザ等対策本部（以下「県協会対策本部」という。）を設置し、新型インフルエンザ等

対策に関する調整、情報の収集及び会員事業者への情報提供、その他必要な業務を

実施する。

(2) 県協会支部対策本部の設置

県協会の支部は県協会対策本部が設置された場合には、必要に応じ県協会対策本

部に準じた組織（以下「支部対策本部」という。）を設置する。

(3) 県協会対策本部の構成

県協会対策本部には本部長及び副本部長を置き、本部長には県協会長をもって充

てることとし、対策本部の事務を統括し、県協会事務職員等を指揮監督する。

副本部長には担当副会長をもって充てることとし、本部長を助け、本部長に事故

があるときは、本部長職務を代行する。

(4) 県協会対策本部等の解散

本部長は、政府対策本部により緊急事態解除宣言がなされたときは、県協会対策

本部及び支部対策本部を解散する。
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第３ 新型インフルエンザ等対策に関する事項

１ 発生段階ごとの対策

(1) 未発生期の対応

会員事業者は業務継続計画（以下「ＢＣＰ」という。）に基づき、新型インフルエ

ンザ等対策の体制整備について事前に準備を行うとともに、必要な資材の確保等に

ついて所要の措置を講ずる。

(2) 海外発生期から県内感染期の対応

県協会は、会員事業者の健康管理及び感染対策を徹底し、地方公共団体、関係事

業者等と連携し、事業継続に向けた必要な措置を講ずる。

(3) 小康期の対応

国、地方公共団体等からの情報等により、各地域の感染動向を踏まえつつ、第二

波に備え事業継続のための体制整備に努める。

２ 県対策本部長による調整

山口県新型インフルエンザ等対策本部による総合調整が行われた場合には、会員事業

者と連携し、所要の措置を迅速かつ的確に実施するよう努める。

３ 関係機関との連携

新型インフルエンザ等対策の実施に際しては、地方公共団体、関係事業者等と相互に

連携し、ＬＰガス供給途絶の事態が生じないよう会員事業者への周知や所要の調整を図

る。

４ 感染対策の検討・実施

県協会は、会員事業者における感染防止策の検討を行い、感染拡大防止の徹底に努め

る。

また、会員事業者に発症が疑わしい場合は、県健康福祉センター等に連絡し、必要な

指示を仰ぎ、感染拡大防止の措置を講ずる。
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５ 備蓄の実施

新型インフルエンザ等対策に実施に必要なＬＰガス等の物資及び資機材の備蓄に努め

る。

第４ その他

１ 教育・訓練の実施

平素から新型インフルエンザ等の感染対策や発生時の対応等について周知し、危機意

識の向上に必要な教育訓練等を実施する。

また、国又は地方公共団体が実施する新型インフルエンザ等対策の訓練に参加する。

２ 業務計画の見直し

必要に応じて本業務計画の見直しを行い、実践的かつ効果的な方法等について検討す

る。

附 則

この規定は、平成２６年７月２９日から施行する。
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（一社）山口県ＬＰガス協会対策本部の体制及び業務分担表

対策本部長（協会長）

副本部長（協会副会長）

総務部長（協会専務理事） 情報部長（協会副会長） 保安部長（協会副会長）

部員(協会事務局職員） 同 左 同 左

（所掌事務）

・関係官庁・団体等との連絡調整 ・ＬＰガスの安定的供給のための調整 ・感染拡大防止のための調整

・マスコミ等への広報活動 ・情報の収集、分析伝達 ・支部対策本部・支部との

・支援者との連絡調整 ・その他必要な業務 連絡調整

・その他必要な業務 ・その他必要な業務

支部対策本部長（支部長）

支部副本部長（副支部長）

総務部長 情報部長 保安部長

（支部対策本部長が （同 左） （同 左）

指名する者）

部員 部員 部員

〈所掌事務：県本部と類似する業務〉


